
災害時における福祉人材の派遣協力等に関する協定書 

 

 

 災害時に必要とされる福祉人材を確保するため、静岡県（以下「甲」という。）と静岡県災害福

祉広域支援ネットワーク（以下「乙」という。）との間において、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、災害救助法（昭和22年法律第118号。以下「救助法」という。）が適用され

る程度の災害が発生し、かつ、広域的支援が必要とされる場合に、乙による被災地において不

足する福祉人材の派遣を実施する際に必要な事項を定める。 

 

（派遣協力の内容） 

第２条 乙による派遣協力の内容は次のとおりとする。 

(1) 災害発生時に被災自治体における避難所や福祉避難所等へ静岡県災害福祉広域支援ネット

ワーク運営要領に定める福祉人材を派遣し、要配慮者等への福祉ニーズへの対応を行う。 

(2) その他、被災自治体から福祉的支援の要請があった場合には、別に協議の上対応する。 

 

（派遣協力等の要請） 

第３条 甲は、災害が発生し、前条に掲げる支援の必要があると判断した場合、乙に対して協力

を要請し、乙は可能な限りこの要請に応じる。 

２ 前項の規定による要請は、文書をもって行う。ただし、文書をもって要請する時間がない場

合には口頭等で要請し、その後速やかに文書を送付する。 

 

（報告） 

第４条 乙は、第２条に掲げる業務を行うために福祉人材を派遣した場合には、その業務内容を

甲に報告する。 

２ 乙は派遣した福祉人材に事故又は物的損害が発生したときは、甲に報告する。 

 

（派遣者の身分及び指揮命令） 

第５条 乙が派遣する福祉人材の身分は、派遣元の法人等に帰属するものとする。 

２ 乙が派遣する福祉人材に対する現場における指揮命令及び業務に係る連絡調整は、被災自治

体及び社会福祉施設等の派遣先の責任者が行う。 

 

（派遣に要する費用） 

第６条 乙が第２条に掲げる業務を行うために要した費用（以下、「費用」という。）の負担は、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

 (1)  救助法による救助費の支弁対象となる場合 救助法の定めるところにより甲が費用を負

担する。 

  (2)  前号に掲げる場合以外の場合 甲と被災自治体が協議の上決定する。 

 

（損害補償） 

第７条 乙が福祉人材として派遣した者について、その責に帰することができない事由により死

亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態になった場合には、労働者災害補償保

険法の適用がある場合を除き、甲が加入する保険により補償を受けるものとする。 

 

 （実施細目） 



第８条 この協定に定めるもののほか、この協定を実施するために必要な事項は、別に定める。 

 

 （疑義の解決） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、法令に定めると

ころによるほか、その都度甲乙協議して定める。 

 

 （協定の適用） 

第 10条 この協定は、平成 29年   月  日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書を

もって協定の終了を通知しない限り、その効力を継続する。 

  

 

 上記の協定の成立の証とするため、この協定書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１

通を所持する。 

 

  平成 29年 3月 29日 

 

       （甲） 静岡県知事 川勝 平太  

 

（乙） 静岡県災害福祉広域支援ネットワーク 

代表 社会福祉法人静岡県社会福祉協議会 会長 神原 啓文   



静岡県災害福祉広域支援ネットワーク運営要領 

（目的） 

第１条 この要領は、静岡県災害福祉広域支援ネットワーク設置要綱第６条に基づき、静岡県災

害福祉広域支援ネットワーク（以下「ネットワーク」という。）の運営等に関して必要な事項を

定める。 

（所掌事務） 

第２条 ネットワークの平常時における所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

（１）ネットワークの会議（以下「ネットワーク会議」という。）の運営に関すること。 

（２）効果的な災害福祉広域支援活動（以下「支援活動」という。）に向けた推進体制、仕組みづ

くり等に関すること。 

（３）県・市町、及び関係機関・団体等との協力連携体制の構築に関すること。 

（４）災害派遣福祉チーム（以下「静岡ＤＷＡＴ」という。）の派遣に協力できる人員の事前登録

及び管理に関すること。 

（５）前号の事前登録者（以下「静岡ＤＷＡＴ登録者」という。）に対する訓練研修に関すること。 

（６）静岡ＤＷＡＴ派遣に係る活動環境整備に関すること。 

（７）静岡ＤＷＡＴ受入に係る市町及び避難所等受入施設との共同訓練や共同研修に関すること。 

（８）災害発生時の静岡ＤＷＡＴのチーム編成に関すること。 

（９）支援活動に関する周知、啓発に関すること。 

２ ネットワークの災害発生時における所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

（１）被害情報の収集に関すること。 

（２）県・関係機関との連絡調整に関すること。 

（３）ネットワーク構成団体（以下「構成団体」という。）及び関係各所との連絡調整に関するこ

と。 

（４）市町村の派遣要請に基づく静岡ＤＷＡＴの派遣調整・手続き等に関すること。 

（５）派遣に係る費用負担の調整に関すること。 

（６）その他、派遣に関して必要な事項に関すること。 

（構成団体の役割） 

第３条 構成団体は、支援活動を円滑に行うために、次の事項を実施する。 

（１）支援活動の普及・啓発に関すること。 

（２）静岡ＤＷＡＴ登録者の確保に関すること。 

（３）静岡ＤＷＡＴ登録者に対する訓練研修への参加協力に関すること。 

（４）災害発生時の情報収集、情報伝達等に関すること。 

（５）災害発生時の静岡ＤＷＡＴ登録者に対する出張派遣等の調整に関すること。 

（６）災害発生時の静岡ＤＷＡＴが行う支援活動の技術的支援に関すること。 

（７）その他、支援活動に必要な事項に関すること。 

（静岡ＤＷＡＴ登録者の申出） 

第４条 ネットワークが行う支援活動に協力する意思のある法人等（以下「協力法人等」という。）

は、静岡ＤＷＡＴ登録者として派遣される人員を選任し、支援協力申出書（様式第１号）を静

岡県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）会長あてに提出する。 



２ 静岡ＤＷＡＴ登録者として登録される人員は、医療福祉等の業務経験が概ね３年以上の者と

する。 

３ 支援協力申出書に基づき、県社協では、静岡ＤＷＡＴ登録者の管理を行う。 

 

 

４ 静岡ＤＷＡＴ登録者となる福祉専門職は、次のとおりとする。 

登録区分 名 称 

リーダー資格 社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員 

資格・職種 

上記の資格者、実務者研修修了者、精神保健福祉士、生活相談員、保育

士、保健師、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、業務調整員（事務

員）等 

その他 県社協会長が認めた者 

５ 協力法人等は、登録内容に変更が生じたときは、速やかに県社協に報告する。 

（災害発生時の情報体制） 

第５条 県内外で災害救助法が適用される程度の災害が発生した際、静岡県健康福祉部（以下「県

健康福祉部」という。）との間で、速やかに支援活動に必要な情報共有を図る。 

２ ネットワークは、必要に応じて支援活動に関する情報を構成団体に伝達する。また、構成団

体に対し、情報の収集、及び提供等を依頼することができる。 

３ 構成団体は、必要に応じて支援活動に関する情報をそれぞれの会員へ伝達する。 

４ ネットワークは、構成団体から得た情報を、必要に応じて県健康福祉部へ情報提供する。 

（派遣基準） 

第６条 静岡ＤＷＡＴの派遣基準は以下のとおりとする。 

（１）避難所又は福祉避難所並びに、その他災害の発生時において特別な配慮を必要とする者を

受け入れる施設（以下「避難所等」という。）を設置する被災地の市町村長から知事を通じて静

岡ＤＷＡＴの派遣要請があった場合 

（２）国又は他都道府県から避難所等へ福祉人材の派遣要請があった場合 

（派遣要請等） 

第７条 ネットワークは、市町村長からの要請により、静岡ＤＷＡＴ登録者の中から派遣する職

員について協力法人等と調整を行い、静岡ＤＷＡＴを編成するとともに、県社協会長は、派遣

決定（様式第２号）を協力法人等の代表者あてに行う。なお、ネットワークは、通信が困難又

は急を要する場合等においては様式に限らない口頭による派遣依頼等を行うことができるが、

この場合については、改めて様式に基づく派遣決定を発出するものとする。 

２ 知事は、静岡ＤＷＡＴの派遣要請の連絡を行う際には、関係機関と調整の上、派遣先で想

定される業務及び現場の状況等の必要な情報についてネットワーク事務局に伝達するものとする。 

（活動内容・期間） 

第８条 静岡ＤＷＡＴは原則として、市町村が設置する避難所等において以下の活動を行うもの

とする。 

（１）被災地域における福祉ニーズの把握活動 



（２）要配慮者からの相談対応及び介護を要する者等への応急的な支援 

（３）避難所等における福祉的な課題の解消に向けた調整等 

２ 静岡ＤＷＡＴを被災地に派遣する際には、ネットワーク事務局が各静岡ＤＷＡＴにリーダー

１人を含む原則５人程度のチームを編成して派遣を決定する。なお、派遣決定後の連絡調整は

リーダーを中心に行う。 

３ 静岡ＤＷＡＴの活動期間は、移動日も含め、原則として１チームについて７日間程度とする。 

（指揮命令） 

第９条 派遣決定された静岡ＤＷＡＴは、現地災害対策本部の避難所責任者または現地避難所等

の運営責任者の指揮下に入り、支援活動を実施するものとする。 

 

（移動手段） 

第 10条 静岡ＤＷＡＴが支援活動先等へ移動する場合の手段は、原則として協力法人等が確保す

る。 

（活動報告） 

第 11条 派遣された静岡ＤＷＡＴは、活動終了後に活動状況、及び移動方法等について記載した

活動報告書（様式第３号）を県社協会長あてに提出する。 

（訓練研修） 

第 12条 ネットワークは、静岡ＤＷＡＴ登録者の災害支援に関する知識・技術の向上等を図るた

め、研修及び訓練等を実施するとともに、関係機関と調整し静岡ＤＷＡＴ受入に係る市町及び

避難所等受入施設との共同訓練や共同研修を企画し、実施する。 

（支援活動環境整備） 

第 13条 ネットワークは、静岡ＤＷＡＴが支援活動を行うに当たって必要な資機材等の整備を行

うなど、支援活動の環境整備に努める。 

（補則） 

第 14条 この要領の実施に関し必要な事項は、県社協会長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２８年１１月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

  



(様式第１号)                                           令和 年度 

静岡県災害福祉広域支援ネットワーク 

支援協力申出書 

年  月  日 

 静岡県災害福祉広域支援ネットワーク代表 

 静岡県社会福祉協議会会長 様 

 

 

静岡県災害福祉広域支援ネットワーク運営要領第４条の規定に基づき、静岡県災害派遣福祉チーム （静

岡ＤＷＡＴ）について協力することを申し出ます。 

 

 

法人所在地            

法人名              

                      法人代表者氏名              ㊞ 

施設所在地 

施設名          

施設代表者名               ㊞ 

担当者氏名                  

連絡先 TEL                  

FAX                      

E-mail                    

 

   

申出する法人・施設、事業所が会員として所属している構成団体すべてに（ ）に○を記入してください。  

 

静岡県災害福祉広域支援ネットワーク構成団体 

（  ）静岡県社会福祉法人経営者協議会       （  ）静岡県救護更生施設連絡協議会 

（  ）静岡県乳児院協議会             （  ）静岡県母子生活支援施設協議会 

（  ）静岡県児童養護施設協議会          （  ）静岡県保育連合会 

（  ）静岡県知的障害者福祉協会          （  ）静岡県老人福祉施設協議会 

（  ）一般社団法人静岡県社会就労センター協議会  （  ）静岡県福祉医療施設協議会 

（  ）静岡県身体障害児者施設協議会        （  ）社会福祉法人静岡県社会福祉協議会 

   一般社団法人静岡県社会福祉士会 

   一般社団法人静岡県介護福祉士会 

   特定非営利活動法人静岡県介護支援専門員協会 

   一般社団法人静岡県精神保健福祉士協会 

 

 

 



  (様式第２号) 

静岡県災害福祉広域支援ネットワーク 

静岡ＤＷＡＴ派遣決定書 

 

年  月  日 

 

 ●●●法人    理事長 様 

 

社会福祉法人静岡県社会福祉協議会会長 

 

 

  ○○（国・他都道府県・市町）から静岡県知事を通じた派遣要請に基づき、下記のとおり静岡ＤＷＡＴチーム員の派遣を

決定します。 

 

氏 名 資格等 活動先 活動期間 連絡事項 

 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

 

 

    

 

 

     

 

 

 

 注）第８条第２項に規定するリーダーの指名については、連絡事項に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  (様式第３号) 

静岡県災害福祉広域支援ネットワーク 

静岡ＤＷＡＴ活動報告書 

 

年  月  日 

 

 静岡県社会福祉協議会会長 様 

 

リーダー氏名 ●●●● 

 

 

  下記のとおり支援活動に従事しましたので、その内容を報告します。 

 

派遣先 派遣期間 現地活動日時 活動内容 チーム員氏名 

    1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

（所感） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（伝達事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他連絡事項）※課題等 

 



（別紙） 

静岡県災害福祉広域支援ネットワーク 

静岡ＤＷＡＴ活動経費報告書 

 

年  月  日 

 

 静岡県社会福祉協議会会長 様 

 

活動者氏名 ●●●● 

 

  下記のとおり支援活動経費について、その内容を報告します。 

 

派遣先 派遣期間 現地活動日時 移動方法 宿泊先 

     

 

 

 

 

支出区分 金額（円） 備 考 

旅費 

  鉄道航空運賃 

  高速道路利用料 

  宿泊費 

   

 

 ※活動期間中の車による走行距離    ㌔ 

需用費 

  消耗品費 

  燃料費 

  修繕費 

   

 

 

  

役務費 

  通信運搬費 

  雑役務費 

 

 

  

使用料及び賃借料 

   

 

 

 

 

  

  ※活動経費について 

１．領収書又は支払い証明書を添付すること。 

  ２．災害救助法による救助費の支弁対象となる場合、救助法の定めるところにより国庫負担割合に

応じて国・県が派遣経費を負担する。 

３．前号に掲げる以外の場合、静岡県と被災自治体が協議の上決定する。 


